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随意契約理由書

件 名：Ｒ６火山地域における効果的な除石計画策定手法の開発研究委託

契約の相手方：福岡県福岡市西区元岡７４４

国立大学法人九州大学

総長 石橋 達朗

随意契約とする理由

桜島では土石流が年間に複数回発生することから、従来の土石流・流木処理計画だけでな

く、砂防設備の機能を維持するために必要な除石計画を策定することが求められる。特に桜島

では、噴火・爆発といった火山活動が継続していることに加え、南岳山頂火口と昭和火口から

半径２ｋｍ以内の地域が立入禁止区域に指定されていることから、除石計画を含めた土石流・

流木捕捉計画を立案しなければならず、除石工事の期間を考えると、除石計画は１年もしくは

複数年の長期間の流出土砂量を考慮したものでなければならない。そのような流出土砂量を

推定する手法として、数値計算が有力なツールとなるが、これまでの既往研究では一連の降雨

に伴う土石流に対する数値計算の再現性を明らかにしているが、長期間の地形変化の再現性

を評価したものとなっていないことから、効果的な除石計画を立案するためには、数値計算に

よる長期間の地形変化の再現性を明らかにする必要があることと、効果的な除石計画の立案

手法の開発が重要である。

このような背景から、２０１６年から２０２２年までの野尻川流域・有村川流域・黒神川流域の

うち上流域における土砂移動を精度よく再現できる数値計算のパラメータの値とその誤差（再

現性）を明らかにすること、また、効果的な除石計画の立案手法を提案することを目的とするも

のである。

本委託研究は、令和５年度に国土交通省が研究開発の公募を行い、同水管理・国土保全局

及び国土技術政策総合研究所に設置された学識経験者等からなる砂防技術評価委員会によ

る新規課題の審査を経て、令和６年３月に採択されたものである。

なお、審査基準、選定結果等については、国土交通省水管理・国土保全局のホームページ

等において詳細に公表されている。

よって、本委託は、審議会等により委託先が決定されたものとの委託契約に該当するので、

会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令１０２条の４第３号の規定により、随意契約

するものである。

（随意契約理由書作成者）

大隅河川国道事務所 工務第一課長


